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議案第３７号 

令和７年度川越市一般会計予算 

 

令和７年度川越市一般会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ136,970,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。 

（継続費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１２条第１項の規定による継続費の

経費の総額及び年割額は、「第２表継続費」による。 

（債務負担行為） 

第３条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、

期間及び限度額は、「第３表債務負担行為」による。 

（地方債） 

第４条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目

的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第４表地方債」による。 

（一時借入金） 

第５条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、 

5,000,000千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第６条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

⑴  各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合に 

おける同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

令和７年２月２１日提出 

 

川越市長  森  田  初  恵 
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,

５ 入 湯 税 638

1

６ 事 業 所 税 1,

7

702,735

7

７ 都 市 計 画 税 4,

,

430,399

6

２ 地 方 譲 与 税 83

8

4,319

4

１ 地 方 揮 発 油 譲 与 税 197,370

２ 自 動 車 重 量 譲 与 税 595,013

３ 森 林 環 境 譲 与 税 41,936

１

３ 利 子 割 交 付 金 20

市

,000

１

民

利 子 割 交 付 金 20,0

税

00

４ 配 当

2

割 交 付 金 300,00

8

0

１ 配 当 割

,

交 付 金 300,000

0

５ 株式等譲

2

渡所得割交付金 300

5

,000

１

,

株式等譲渡所得割交付

3

金 300,000

0

６ 法 人 事 業 税 交

5

付 金 610,000

１ 法 人 事 業 税 交 付 金 610,000

７ 地 方 消 費 税 交 付 金 8,600,000

１ 地

２

方 消 費 税 交 付 金 8,6

固

00,000

定

８ ゴルフ場利用税交

資

付金 57,000

産

１ ゴルフ場利用

税

税交付金 57,000

2

９ 環 境 性 能

4

割 交 付 金 150,11

１

,

4

１ 環 境 性

0

能 割 交 付 金 150,1

0

14

10 地

9

方 特 例 交 付 金 424,

,

000

１ 地

4

方 特 例 交 付 金 413,

1

000

第１表　歳入歳

8

出予算

　（１）歳　入

款 項 金　　　　額

千円市

３ 軽 自 動 車 税 7

税

79,585

6

４ 市 た ば こ 税 2,2

1

29,604
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ナ

特別交付金 36,20

ウ

7

１ 交通安

イ

全対策特別交付金 36

ル

,207

1

ス

3 分 担 金 及 び 負 担 金 9

1

12,645

1

１ 分 担 金 49

,

２ 負 担 金 912,

0

596

14

0

使 用 料 及 び 手 数 料 2,

0

006,237

１ 使 用 料 1,342,118

２ 手 数 料 664,119

15 国 庫

感

支 出 金 25,170,

染

335

１ 国

症

庫 負 担 金 22,718

対

,547

２

策

国 庫 補 助 金 2,373

地

,458

３

方

委 託 金 78,330

税

16 県 支 出 金

減

10,011,188

収

１ 県 負 担 金 7,076,141

２ 県 補 助 金 1,631,711

３ 委 託 金 1,3

補

03,336

填

17 財 産 収 入 518

特

,445

１

別

財 産 運 用 収 入 179,

交

244

２ 財

付

産 売 払 収 入 339,2

金

01

18 寄 附 金 874,941

１ 寄 附 金 874,941

19 繰 入 金 4,441

２

,008

１

1

基 金 繰 入 金 4,206

1

,214

２

地

他 会 計 繰 入 金 234,

方

794

款

交

項 金　　　　額

千円

付 税 3,

新

610,000

型

１ 地 方 交 付 税 3,

コ

610,000

ロ

12 交通安全対策
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1

３ 貸 付 金 元 利 収 入 10

,

,229

４

0

受 託 事 業 収 入 201,

0

035

５ 雑

0

入 4,280,193

,

22 市 債 1

0

1,358,000

0

１ 市 債 11,

0

358,000

款 項 金　　　　額

千円

歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 136,970,00

１

0

１ 議 会 費

繰

638,453

越

１ 議 会 費 638,

金

453

２ 総

1

務 費 14,195,8

,

34

１ 総 務

0

管 理 費 11,710,

0

099

２ 徴

0

税 費 1,331,83

,

0

３ 戸 籍 住

0

民 基 本 台 帳 費 627,

0

653

４ 選

0

挙 費 194,866

５ 統 計 調 査 費 238,897

６ 監 査 委 員 費 92,489

３ 民 生 費 62,364,

2

643

１ 社

1

会 福 祉 費 29,225

諸

,264

２

収

児 童 福 祉 費 24,93

入

0,856

4

３ 生 活 保 護 費 8,20

,

6,241

5

４ 災 害 救 助 費 2,28

2

5

2

４ 衛 生 費

7

14,805,925

,

　（２）歳　出

8

款 項 金　　　　

7

額

千円

7

0

１ 延滞金、加算金及

繰

び過料 60,001

越

２ 市 預 金 利 子

金

6,419
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費

費 833,059

5

１ 農 業 費 833

,

,059

７

1

商 工 費 880,870

9

１ 商 工 費 8

3

80,870

,

８ 土 木 費 10,35

3

4,101

0

１ 土 木 管 理 費 694,

1

237

２ 道 路 橋 り ょ う 費 2,802,049

３ 河 川 費 1,080,331

４ 都 市 計 画 費 5,434,

２

022

５ 住

清

宅 費 343,462

掃

９ 消 防 費 5,

費

661,043

7

１ 消 防 費 5,66

,

1,043

4

10 教 育 費 17,11

1

4,822

2

１ 教 育 総 務 費 4,19

,

2,646

6

２ 小 学 校 費 3,255

2

,505

３

4

中 学 校 費 1,611,172

４ 高 等 学 校 費 1,191,597

５ 特 別 支 援 学 校 費 11,641

６ 社 会

３

教 育 費 3,403,9

下

72

７ 学 校

水

保 健 費 3,448,2

道

89

11 災

費

害 復 旧 費 2,000

2

１ 土 木 施 設 災

,

害 復 旧 費 2,000

１

2

12 公 債 費 9

0

,708,129

0

１ 公 債 費 9,7

,

08,129

0

款 項 金　　　　額

0

千円

0

保

５ 労 働 費 153,

健

235

１ 労

衛

働 費 153,235

生

６ 農 林 水 産 業
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金

　　　　　　合　　　

1

　　　計 136,97

0

0,000

7,886

１ 土 地 開 発 公 社 費 107,886

14 予 備 費 15

1

0,000

3

１ 予 備 費 150,00

諸

0

款 項 金

支

　　　　額

千円出

歳　　　　　　出
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事 業 名 年 度

千円

令和7年度 697,800

令和8年度 463,200

計 1,161,000

令和7年度 594,300

令和8年度 295,200

計 889,500

年 割 額

3 民生費

総務費 1 総務管理費
仮称芳野市民センター
建 設 事 業

2 児童福祉費
芳 野 ・ 古 谷 地 区
公立保育所建設事業

第２表　継続費

款 項

2
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第３

る

車場管理機器等の賃借

期

に要する経費
令和８年

間

度から
令和13年度ま

中

で
　26,598千円

にお

　的場歩道橋耐

け

震補強及び補修工事に

る

伴
うＪＲ負担金

令和８

広

年度 　200,000

報

千円

川

　ＧＩＧＡ

越

スクール構想支援体制

の

整備業
務委託

令和７年

印

度から
令和８年度まで

刷

　43,923千円

製本

　ネットパトロー

に

ル業務委託 同　　上 　

要

11,352千円

する額

　川越市土地開発公社が市の委託により
行う事業にあて

事

るため金融機関から借

　

り
入れる事業資金に対

　

する債務保証（令和
７

　

年度に借入期限満了と

表

　

なる令和２年度
借入分

　

）

令和７年度から
令和

　

12年度まで
　元金1

　

,029,600千円

　

及びこれに伴
う利子と

　

の合計額

　　

　

　

川越市総合福祉センタ

　

ーオゾン装置交
換工事

　

項

令和８年度 　15,3

期

20千円

　

　川越

 

市障害者等相談支援事

　

業業務委託
（令和７年

　

度設定分）
令和７年度

間

から
令和12年度まで

限

　292,897千円

　　

　次期川越市障

債

　

害者支援計画策定業務

　

委
託

令和８年度 　4,

　

637千円

度

　高

　

齢者等実態調査業務及

　

び介護保険事
業計画等

　

策定業務委託
同　　上

　

　8,074千円

　額

　川越市特別養護老

務

　

人ホーム等施設整備
費

広

及び設備整備費市費補

報

助金（特別養護
老人ホ

川

ーム４０床増床整備分

越

）

同　　上 　75,5

の

20千円

印刷

　粗大ごみ戸別収集

製

運搬業務委託 令和７年

本

度から
令和８年度まで

負

に

　20,482千円

要す

　塵芥処理車（デ

る

ィーゼル）購入に要す

経

る経費（令和７年度設

費

定分）
同　　上 　33

（

,000千円

令

　

和

ごみ処理施設で使用す

８

る薬品購入に要
する経

担

年

費（令和８年度事業分

度

）
同　　上 　契約に基

事

づき決定した期間中に

業

お
けるごみ処理施設で

分

使用する薬品購
入に要

）

する額

令和

　川越市小畔の里クリ

７

ーンセンター回転
円板

年

装置更新工事
令和８年

行

度

度 　65,302千円

から

　川越市中小企

令

業融資による県信用保

和

証
協会が行う代位弁済

８

に対する損失補償（
令

年

和７年度融資分）

令和

度

７年度以降 　県信用保

ま

証協会が行う保証債務

で

額
のうち川越市が負担

為

　

すべき額及び利
子

契約

　川越市中

に

小企業融資に係る利子

基

補給金
（令和７年度融

づ

資分）
同　　上 　融資

き

取扱金融機関との契約

決

に基づ
く利子補給額

定す

　霞ケ関駅北口駐
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立名細小学校エレベー

　

ター改修
工事

同　　上

　

　52,350千円

　　

　川越市立福原中

　

学校エレベーター改修

　

工事
同　　上 　52,

　

350千円

　

　川

　

越市立中央図書館外部

項

等改修工事 令和８年度

期

　126,258千円

　 

　菅間学校給食

　

センター給食配送業務

　

委
託（令和７年度契約

間

分）
令和７年度から
令

限

和12年度まで
　54

　

7,866千円

　　　　度　　　　　額

　川越市立福原小学校エレベーター改修
工事

事

令和７年度から
令和８

　

年度まで
　52,35

　

0千円

　

　川越市
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

本庁舎等改修事業費 14,900 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

5 . 0 ％ 以 内 

 政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合にはその

債権者と協定するものに

よる。 

 ただし、据置期間は２

年以内とし、本市財政の

都合により償還期限を短

縮し、又は繰上償還若し

くは低利に借換えするこ

とができる。 

市 民 セ ン タ ー 

 

整 備 事 業 費 

148,500 同 上 同   上 同       上 

文 化 施 設 設 備 

 

整 備 事 業 費 

34,500 同 上 同   上 同       上 

ス ポ ー ツ 施 設 

 

整 備 事 業 費 

278,600 同 上 同   上 同       上 

仮 称 霞 ケ 関 北 
市 民 セ ン タ ー 
建 設 事 業 費 

330,700 同 上 同   上 同       上 

仮 称 芳 野 
市 民 セ ン タ ー 
建 設 事 業 費 

547,300 同 上 同   上 同       上 

総合福祉センター 

 

施 設 改 修 事 業 費 

9,100 同 上 同   上 同       上 

第４表 地方債 

千 円 
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

民間社会福祉施設 

 

整 備 事 業 費 
53,900 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

5 . 0 ％ 以 内 

政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合にはその

債権者と協定するものに

よる。 

 ただし、据置期間は２

年以内とし、本市財政の

都合により償還期限を短

縮し、又は繰上償還若し

くは低利に借換えするこ

とができる。 

み よ し の 

支 援 セ ン タ ー 

集約化推進事業費 

19,900 同 上 同   上  同       上 

西 後 楽 会 館 

 

改 修 事 業 費 

4,300 同 上 同   上 同       上 

児 童 遊 園 

 

整 備 事 業 費 

2,300 同 上 同   上 同       上 

公 立 保 育 施 設 

 

整 備 事 業 費 

101,500 同 上 同   上 同       上 

芳 野 ・ 古 谷 地 区 

公 立 保 育 所 

建 設 事 業 費 

564,400 同 上 同   上 同       上 

児 童 発 達 

支 援 セ ン タ ー 

改 修 事 業 費 

8,300 同 上 同   上 同       上 

千 円 
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

市 民 聖 苑 

や す ら ぎ の さ と 

設 備 整 備 事 業 費 

26,700 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

5 . 0 ％ 以 内 

政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合にはその

債権者と協定するものに

よる。 

 ただし、据置期間は２

年以内とし、本市財政の

都合により償還期限を短

縮し、又は繰上償還若し

くは低利に借換えするこ

とができる。 

清 掃 運 搬 施 設 

 

整 備 事 業 費 

49,400 同 上 同   上 同       上 

東 清 掃 セ ン タ ー 

 

施 設 管 理 事 業 費 

48,100 同 上 同   上 同       上 

小 畔 の 里 

クリーンセンター 

改 修 事 業 費 

43,400 同 上 同   上 同       上 

資 源 化 セ ン タ ー 

 

施 設 管 理 事 業 費 

416,400 同 上 同   上 同       上 

仮 称 汚 泥 再 生 

処 理 セ ン タ ー 

整 備 事 業 費 

409,800 同 上 同   上 同       上 

土 地 改 良 事 業 費 47,500 同 上 同   上 同       上 

グリーンツーリズム 

 

拠 点 施 設 事 業 費 

17,200 同 上 同   上 同       上 

千 円 
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

道路環境整備事業費 7,900 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

5 . 0 ％ 以 内 

 政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合にはその

債権者と協定するものに

よる。 

 ただし、据置期間は２

年以内とし、本市財政の

都合により償還期限を短

縮し、又は繰上償還若し

くは低利に借換えするこ

とができる。 

道路新設改良事業費 343,600 同 上 同   上 同       上 

橋 り ょ う 新 設 

 

改 良 事 業 費 

860,500 同 上 同   上 同       上 

河 川 整 備 事 業 費 867,500 同 上 同   上 同       上 

南古谷駅周辺地区 

 

整 備 事 業 費 

1,164,300 同 上 同   上 同       上 

川 越 駅 西 口 

都 市 基 盤 

整 備 事 業 費 

147,300 同 上 同   上 同       上 

川 越 駅 西 口 

まちづくり推進室 

整 備 事 業 費 

2,100 同 上 同   上 同       上 

新河岸駅周辺地区 

 

整 備 事 業 費 

22,000 同 上 同   上 同       上 

千 円 
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

街 路 事 業 費 132,100 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

5 . 0 ％ 以 内 

 政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合にはその

債権者と協定するものに

よる。 

 ただし、据置期間は２

年以内とし、本市財政の

都合により償還期限を短

縮し、又は繰上償還若し

くは低利に借換えするこ

とができる。 

公 園 整 備 事 業 費 917,200 同 上 同   上 同       上 

公営住宅改修事業費 65,900 同 上 同   上 同       上 

防災設備改修事業費 11,500 同 上 同   上 同       上 

教 育 セ ン タ ー 

 

施 設 整 備 事 業 費 

3,700 同 上 同   上 同       上 

小 学 校 施 設 

 

整 備 事 業 費 

140,900 同 上 同   上 同       上 

小 学 校 体 育 館 

空 調 設 備 等 

整 備 事 業 費 

1,997,600 同 上 同   上 同       上 

中 学 校 施 設 

 

整 備 事 業 費 

143,400 同 上 同   上 同       上 

千 円 
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

中 学 校 傾 斜 地 

 

整 備 事 業 費 

34,300 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

5 . 0 ％ 以 内 

 政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合にはその

債権者と協定するものに

よる。 

 ただし、据置期間は２

年以内とし、本市財政の

都合により償還期限を短

縮し、又は繰上償還若し

くは低利に借換えするこ

とができる。 

中 学 校 体 育 館 

空 調 設 備 等 

整 備 事 業 費 

471,800 同 上 同   上 同       上 

高 等 学 校 改 修 

 

整 備 事 業 費 

438,700 同 上 同   上 同       上 

学 童 保 育 室 

 

整 備 事 業 費 

67,300 同 上 同   上 同       上 

文 化 財 改 修 

 

整 備 事 業 費 

13,600 同 上 同   上 同       上 

図 書 館 改 修 

 

整 備 事 業 費 

109,100 同 上 同   上 同       上 

博 物 館 等 改 修 

 

整 備 事 業 費 

157,200 同 上 同   上 同       上 

学校給食センター 

 

施 設 整 備 事 業 費 

61,800 同 上 同   上 同       上 

千 円 
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議案第３８号 

令和７年度川越市国民健康保険事業特別会計予算 

 

令和７年度川越市国民健康保険事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 31,837,600千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時

借入金の借入れの最高額は、100,000 千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

⑴  各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合に 

おける同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

⑵  保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内での 

これらの経費の各項の間の流用 

 

令和７年２月２１日提出 

 

川越市長  森  田  初  恵 
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保

,774,840

険

４ 繰 入 金 2,9

税

87,439

6

１ 他 会 計 繰 入 金 2,

,

987,439

7

５ 繰 越 金 238,

0

000

１ 繰

9

越 金 238,000

,

６ 諸 収 入 12

7

7,555

6

１ 延滞金、加算金及び

5

過料 75,000

２ 市 預 金 利 子 2,268

３ 貸 付 金 元 金 収 入 400

４ 雑 入 49,887

第１表　歳入

１

歳出予算

　（１）歳　

国

入

款 項 金

民

　　　　額

千円

健

歳　　　　　　入

康

　　　　　　合　　　

保

　　　計 31,837

険

,600

１

税

総 務 費 555,159

6

１ 総 務 管 理

,

費 345,217

7

２ 徴 税 費 207

0

,624

３

9

運 営 協 議 会 費 901

,

４ 趣 旨 普 及 費

7

1,417

6

２ 保 険 給 付 費 21,5

5

95,548

１ 療 養 諸 費 18,467,301

２ 高 額 療 養 費 3,017,461

３ 移 送 費 100

２

４ 出 産 育 児 諸 費

１

国

85,536

　（２）

庫

歳　出

款

支

項 金　　　　額

千円

出 金 1

国

１ 国 庫 補 助 金 1

民

３ 県 支 出 金 21

健

,774,840

康

１ 県 補 助 金 21

-17-



2

,224,239

5

３ 介 護 納 付 金 分

,

758,587

0

４ 保 健 事 業 費 45

5

0,185

0

１ 特定健康診査等事業費 379,407

２ 保 健 事 業 費 70,778

５ 公 債 費 1

１ 公 債 費 1

６

６ 諸 支 出 金 60,92

傷

1

１ 償 還 金

病

利 子 及 び 60,520

手

還 付 加 算 金

当

２ 延 滞 金 1

諸

３ 貸 付 金 40

費

0

７ 予 備 費

1

30,000

0

１ 予 備 費 30,00

0

0

款 項 金　　　　額

千円

歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 31,837,600

３ 国 民 健 康 保 険 9,145,7

５

86

事 業 費 納

葬

付 金

１ 医 療

祭

給 付 費 分 6,162,

諸

960

２ 後

費

期高齢者支援金等分 2
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議案第３９号 

令和７年度川越市後期高齢者医療事業特別会計予算 

 

令和７年度川越市後期高齢者医療事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ6,235,200千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。 

 

令和７年２月２１日提出 

 

川越市長  森  田  初  恵 
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者

0,000

医

１ 繰 越 金 20,000

療

４ 諸 収 入 1

保

1,929

険

１ 延滞金、加算金及び

料

過料 501

5

２ 償還金及び還付加算

,

金 11,020

1

３ 預 金 利 子 408

6

第１表　歳入歳出予算

8

　（１）歳　入

,

款 項 金　　　　

7

額

千円

歳　

0

　　　　　入　　　　

0

　　合　　　　　　計 6,235,200

１ 総 務 費 157,934

１ 総 務 管 理 費 128,579

２ 徴

１

収 費 29,355

後

２ 広 域 連 合 納 付

期

金 6,063,246

高

１ 広 域 連 合

齢

納 付 金 6,063,2

者

46

３ 諸 支

医

出 金 11,020

療

１ 償還金及び還

保

付加算金 11,020

険

４ 予 備 費 3

料

,000

１

5

予 備 費 3,000

　（

,

２）歳　出

1

款 項 金　　　　額

千

6

円

歳　　　

8

　　　出　　　　　　

,

合　　　　　　計 6,

7

235,200

00

１

２ 繰 入 金 1

後

,034,571

期

１ 一 般 会 計 繰 入

高

金 1,034,571

齢

３ 繰 越 金 2
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議案第４０号 

令和７年度川越市歯科診療事業特別会計予算 

 

令和７年度川越市歯科診療事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 88,400千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。 

 

令和７年２月２１日提出 

 

川越市長  森  田  初  恵 
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2

700

４ 繰

6

越 金 7,000

,

１ 繰 越 金 7,00

3

0

５ 諸 収 入

0

303

１ 市

2

預 金 利 子 3

２ 雑 入 300

第１表　歳入歳出予算

　（１）歳　入

款 項 金　　　　額

千円

歳　　　　　

１

　入　　　　　　合　

外

　　　　　計 88,4

来

00

１ 総 務

収

費 72,608

入

１ 施 設 管 理 費 72

2

,608

２

6

医 業 費 12,791

,

１ 医 業 費 12

3

,791

３

0

諸 支 出 金 1

2

１ 償 還 金 1

４ 予 備 費 3,000

１ 予 備 費 3,000

　（２）歳　出

款 項 金　　　　額

千円

２

歳　　　　　　出　

使

　　　　　合　　　　

用

　　計 88,400

料 及 び 手 数 料 95

１

１ 使 用 料 80

診

２ 手 数 料 15

療

３ 繰 入 金 5

収

4,700

入

１ 他 会 計 繰 入 金 54,
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議案第４１号 

令和７年度川越市介護保険事業特別会計予算 

 

令和７年度川越市介護保険事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 30,432,700千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。 

（歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項ただし書の規定により

歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

⑴  保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内での

これらの経費の各項の間の流用 

 

令和７年２月２１日提出 

 

川越市長  森  田  初  恵 
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,

３ 支 払 基 金 交 付 金 8

8

,056,347

4

１ 支 払 基 金 交 付

0

金 8,056,347

,

４ 県 支 出 金

8

4,274,707

2

１ 県 負 担 金 4

4

,152,631

２ 県 補 助 金 122,076

５ 財 産 収 入 2,650

１ 財 産 運 用 収 入 2,650

１

６ 繰 入 金 4,94

介

0,424

護

１ 一 般 会 計 繰 入 金 4,

保

281,424

険

２ 基 金 繰 入 金 65

料

9,000

6

７ 繰 越 金 86,650

,

１ 繰 越 金 8

8

6,650

4

８ 諸 収 入 1,134

0

１ 延滞金、加

,

算金及び過料 1

8

２ 預 金 利 子 1,1

2

29

３ 雑 入

4

4

第１表　歳入歳出予算

　（１）歳　入

款 項 金　　　　額

千円

歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　

２

計 30,432,70

国

0

１ 総 務 費

庫

328,860

支

１ 総 務 管 理 費 15

出

,066

２

金

徴 収 費 32,169

6

３ 介 護 認 定 審

１

,

査 会 費 280,734

2

　（２）歳　出

2

款 項 金　　　　

9

額

千円

,964

保

１ 国 庫 負 担 金 5

険

,269,836

料

２ 国 庫 補 助 金 9

6

60,128
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費

4

４ 高額介

8

護サービス等費 726

9

,470

５

1

高 額 医 療 合 算 介 護 94,906

サ ー ビ ス 等 費

６ 特 定 入 所 者 660,258

介 護 サ ー ビ ス 等 費

３

２

地 域 支 援 事 業 費 923

保

,511

１

険

包 括 的 支 援 事 業 ・ 98

給

,360

任 意

付

事 業 費

２ 介

費

護 予 防 ・ 生 活 支 援 73

2

7,808

サ

8

ー ビ ス 事 業 費

,

３ 一 般 介 護 予 防 事 業

9

費 85,743

9

４ そ の 他 諸 費 1,

2

600

４ 基

,

金 積 立 金 2,650

2

１ 基 金 積 立 金

1

2,650

5

５ 諸 支 出 金 155,464

１ 償還金及び還付加算金 8,050

２ 繰 出 金 147,414

６ 予 備 費 30

１

,000

１

介

予 備 費 30,000

護

款 項 金　　

サ

　　額

千円

ー

歳　　　　　　出　　

ビ

　　　　合　　　　　

ス

　計 30,432,7

等

00

諸 費

４

26,927,908

趣

２ 介護予防

旨

サービス等諸費 563

普

,339

３

及

そ の 他 諸 費 19,33
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議案第４２号 

令和７年度川越市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算 

 

令和７年度川越市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算は、次に定めるところに

よる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ159,800千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。 

 

令和７年２月２１日提出 

 

川越市長  森  田  初  恵 
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7

142

３ 雑

3

入 107

第１表　歳入歳出予算

　（１）歳　入

款 項 金　　　　額

千円

歳　　　　　　入　　　　　　合　　　

１

　　　計 159,80

他

0

１ 母 子 父

会

子 寡 婦 159,800

計

福 祉 資 金 貸 付

繰

費

１ 総 務 費

入

159,800

　（２

金

）歳　出

4

款 項 金　　　　額

千円

7

歳　　　　

3

　　出　　　　　　合　　　　　　計 159,800

２ 繰 越 金 91,069

１ 繰 越

１

金 91,069

繰

３ 諸 収 入 68,2

入

58

１ 市 預

金

金 利 子 9

２

4

貸 付 金 元 利 収 入 68,
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議案第４３号 

令和７年度川越市川越駅東口公共地下駐車場事業特別会計予算 

 

令和７年度川越市川越駅東口公共地下駐車場事業特別会計予算は、次に定めるところに

よる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ126,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。 

 

令和７年２月２１日提出 

 

川越市長  森  田  初  恵 
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1

　歳入歳出予算

　（１
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）歳　入

,

款 項 金　　　　額

千円0

歳　　　　

9

　　入　　　　　　合

9

　　　　　　計 126,000

１ 事 業 費 123,858

１ 事 業 費 123,858

２ 公 債 費 1,142

１

１ 公 債 費 1

使

,142

３

用

予 備 費 1,000

料

１ 予 備 費 1,0

1

00

　（２）歳　出

1

款 項 金　　

0

　　額

千円

,

歳　　　　　　出　　

0

　　　　合　　　　　

9

　計 126,000

9

２ 繰 越 金 15,000

１

１ 繰 越 金 15,0

使

00

３ 諸 収

用

入 901

１

料

市 預 金 利 子 9

1

２ 雑 入 892

第１表
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議案第４４号 

   令和７年度川越市水道事業会計予算 

 

 （総 則） 

第１条 令和７年度水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１）給水戸数（月平均）          １６９，９００戸 

 （２）年間総配水量          ３８，５４４，０００㎥ 

 （３）一日平均配水量            １０５，６００㎥ 

 （４）主要な建設改良事業の概要 

     配水管新設、改良等  事業費 ３，４０８，９３２千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

         収      入 

 第１款 水道事業収益         ６，８３８，３６３千円 

  第１項 営業収益          ６，４１１，４８２千円 

  第２項 営業外収益           ４２６，８６６千円 

  第３項 特別利益                 １５千円 

         支      出 

 第１款 水道事業費用         ６，５７５，１２４千円 

  第１項 営業費用          ６，４８８，３０９千円 

  第２項 営業外費用            ７６，５０７千円 

  第３項 特別損失              ５，３０８千円 

  第４項 予備費               ５，０００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額

に対し不足する額１，３６１，２５８千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調

整額２０９，４１４千円、減債積立金３００，０００千円、建設改良積立金１００，０００
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千円及び過年度分損益勘定留保資金７５１，８４４千円で補填するものとする。）。 

         収      入 

 第１款 資本的収入          ２，６２６，０２８千円 

  第１項 企業債           ２，０００，０００千円 

  第２項 他会計負担金           ３０，６２６千円 

  第３項 工事負担金           ５０８，４５１千円 

  第４項 水道施設加入金          ８６，９５０千円 

  第５項 固定資産売却代金              １千円 

         支      出 

 第１款 資本的支出          ３，９８７，２８６千円 

  第１項 建設改良費         ３，４５３，９７２千円 

  第２項 企業債償還金          ５２８，３１４千円 

  第３項 予備費               ５，０００千円 

（継続費） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

款 項 事 業 名 総 額 年 度 年割額 

   千円  千円 

１資本的 

支 出 

１建 設 

改良費 

仙波町三丁目添架管

改良事業 

９０，３３２ 令和７年度 

令和８年度 

３６，１００ 

５４，２３２ 

（債務負担行為）  

第６条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事       項 期 間 限  度  額 

日中・夜間緊急出動業務委託（単価契

約） 

令和７年度から 

令和８年度まで 

契約に基づき決定し

た契約期間中における

委託業務の執行に要す

る額 
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水道管保守業務委託 
令和７年度から 

令和８年度まで 

契約に基づき決定し

た契約期間中における

委託業務の執行に要す

る額 

漏水対応等業務委託（単価契約） 
令和７年度から 

令和８年度まで 

契約に基づき決定し

た契約期間中における

委託業務の執行に要す

る額 

（企業債） 

第７条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 

 

 

水 道 建 設 

改良事業費 

 

 

 

 

千円 

 

 

２，０００，０００ 

 

 

 

 

 

 

 

普通貸借 

 

 

 

 

 

 

 

年５．０％

以内 

 

 

 

 政府資金又は地方公共団体

金融機構については、その融

資条件による。銀行その他の

場合にはその債権者と協定す

るものとする。 

 ただし、企業財政その他の

都合により繰上償還又は低利

に借換えることができる。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）営業費用と営業外費用 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の

金額に、若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費

の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 
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 （１）職員給与費      ６８２，５５３千円 

 （２）交 際 費           ４３千円 

 （たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、４６，３９６千円と定める。 

（重要な資産の取得及び処分） 

第１１条 重要な資産の取得は、次のとおりとする。 

 １ 取得する資産 

種  類 名  称 数  量 

車両及び運搬具 給水車 １台 

 

  令和７年２月２１日提出 

 

                      川越市長  森  田  初  恵 
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議案第４５号 

   令和７年度川越市公共下水道事業会計予算 

 

 （総 則） 

第１条 令和７年度公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１）水洗便所設置戸数           １５０，５００戸 

 （２）年間処理水量          ４６，５００，０００㎥ 

 （３）一日平均処理水量           １２７，３９７㎥ 

 （４）主要な建設改良事業の概要 

     公共下水道施設整備  事業費 １，０８０，１７４千円 

     公共下水道施設改良  事業費 １，２８４，４８１千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

         収      入 

 第１款 下水道事業収益        ６，４４８，３７３千円 

  第１項 営業収益          ４，７５１，０６９千円 

  第２項 営業外収益         １，６７８，９３５千円 

  第３項 特別利益             １８，３６９千円 

         支      出 

 第１款 下水道事業費用        ６，６５４，２３９千円 

  第１項 営業費用          ６，４１６，４９４千円 

  第２項 営業外費用           ２１０，３５５千円 

  第３項 特別損失             ２２，３９０千円 

  第４項 予備費               ５，０００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額

に対し不足する額２，６６８，７８２千円は、過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調
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整額５３，１４０千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１５６，５０９千

円、減債積立金３００，０００千円、建設改良積立金１００，０００千円及び過年度分損益

勘定留保資金２，０５９，１３３千円で補填するものとする。）。 

         収      入 

 第１款 資本的収入            ９７７，４３１千円 

  第１項 企業債             ８００，０００千円 

  第２項 国庫補助金            ３３，５００千円 

  第３項 工事負担金               ７３８千円 

  第４項 受益者負担金           ４８，６００千円 

  第５項 分担金              ２３，２５０千円 

  第６項 他会計負担金           ６１，０１５千円 

  第７項 他会計補助金           １０，３２７千円 

  第８項 固定資産売却代金              １千円 

         支      出 

 第１款 資本的支出          ３，６４６，２１３千円 

  第１項 建設改良費         ２，７６０，７５８千円 

  第２項 企業債償還金          ８８０，４５５千円 

  第３項 予備費               ５，０００千円 

 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事       項 期 間 限  度  額 

 川越市水洗便所改造資金融資あつせん

条例による損失補償（令和７年度融資

分） 

令和７年度以降 

回収されない元本及

び納付すべき利子の合

計額 

下水道使用料改定業務委託 
令和７年度から 

令和８年度まで 
２２，２２０千円 
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下水道１００周年記念誌作成業務委託 
令和７年度から 

令和８年度まで 
１，９８０千円 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 

 

 

下水道建設

改良事業費 

 

 

 

 

千円 

 

 

８００，０００ 

 

 

 

 

 

 

 

普通貸借 

 

 

 

 

 

 

 

年５．０％

以内 

 

 

 

 政府資金又は地方公共団体

金融機構については、その融

資条件による。銀行その他の

場合にはその債権者と協定す

るものとする。 

 ただし、企業財政その他の

都合により繰上償還又は低利

に借換えることができる。 

 （一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、７００，０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）営業費用と営業外費用 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の

金額に、若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費

の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

 （１）職員給与費      ６２０，７０５千円 

 （２）交 際 費           ４３千円 

 （他会計からの補助金） 

第１０条 下水道事業費用及び資本的支出に充てるため、一般会計からこの会計へ補助を受け
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る金額は、４０，３１０千円である。 

 （たな卸資産購入限度額） 

第１１条 たな卸資産の購入限度額は、２５，６８１千円と定める。 

 

  令和７年２月２１日提出 

 

                      川越市長  森  田  初  恵 
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議案第４６号 

   令和７年度川越市農業集落排水事業会計予算 

 

 （総 則） 

第１条 令和７年度農業集落排水事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１）水洗便所設置戸数               ７００戸 

 （２）年間処理水量             ２０７，６２２㎥ 

 （３）一日平均処理水量               ５６９㎥ 

 （４）主要な建設改良事業の概要 

     農業集落排水施設改良  事業費   ３３，８４０千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

         収      入 

 第１款 農業集落排水事業収益       ２６２，９７３千円 

  第１項 営業収益             ２４，４３６千円 

  第２項 営業外収益           ２３８，５３５千円 

  第３項 特別利益                  ２千円 

         支      出 

 第１款 農業集落排水事業費用       ２６３，６０９千円 

  第１項 営業費用            ２４１，３５８千円 

  第２項 営業外費用            １３，５１９千円 

  第３項 特別損失              ６，７３２千円 

  第４項 予備費               ２，０００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額

に対し不足する額２１，４１８千円は、引継金で補填するものとする。）。 
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         収      入 

 第１款 資本的収入             ７４，９８８千円 

  第１項 企業債              ３３，８００千円 

  第２項 分担金                 ３８１千円 

  第３項 他会計負担金            ３，６３６千円 

  第４項 他会計補助金           ３７，１７１千円 

         支      出 

 第１款 資本的支出             ９６，４０６千円 

  第１項 建設改良費            ３３，８４０千円 

  第２項 企業債償還金           ６０，５６６千円 

  第３項 予備費               ２，０００千円 

（特例的収入及び支出） 

第４条の２ 地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により当年度に属する債権及び債務と

して整理する未収金及び未払金の金額は、それぞれ４，０８８千円及び３６，５２０千円で

ある。 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 

 

 

農業集落排

水建設改良

事業費 

 

 

 

千円 

 

 

３３，８００ 

 

 

 

 

 

 

 

普通貸借 

 

 

 

 

 

 

 

年５．０％

以内 

 

 

 

 政府資金又は地方公共団体

金融機構については、その融

資条件による。銀行その他の

場合にはその債権者と協定す

るものとする。 

 ただし、企業財政その他の

都合により繰上償還又は低利

に借換えることができる。 
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（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）営業費用と営業外費用と特別損失 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の

金額に、若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費

の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

 （１）職員給与費       ５２，５９６千円 

 （２）交 際 費           ４３千円 

 （他会計からの補助金） 

第９条 農業集落排水事業費用及び資本的支出に充てるため、一般会計からこの会計へ補助 

を受ける金額は、１７２，５８５千円である。 

 

  令和７年２月２１日提出 

 

                      川越市長  森  田  初  恵 
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